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令和元年度 厚生委員会行政視察報告書 

 
厚生委員会 
委員長 髙 田  真 里 

 
１ 視察期間 令和元年８月７日(水)から８月９日(金)まで 

 

２ 視察先及び視察事項 

（１）８月７日(水)  川崎市 

  「かわさきパラムーブメントについて」 

  「学童保育（わくわくプラザ事業）について」 

 

（２）８月８日(木)  大和市 

「管理栄養士の訪問事業について」 

 

（３）８月８日（木） 町田市 

  「認知症の取り組みについて」 

 

（４）８月９日（金） 日野市 

  「発達・教育支援システムの導入について」 

  「日野市子ども条例について」 

 

３ 視察参加委員 

 

委員長  髙田 真里 

副委員長 泉  英之 

委 員  松井 邦人 

  〃   金井 毅俊 

  〃   大島  満 

  〃   松尾  茂 

  〃   橋本 雅雄 

 〃   鋪田 博紀 

 〃   高田 重信 

 

４ 随行職員 

 

議事調査課副主幹（議事係長）  中山  崇 

議事調査課主事         北山  栞 
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５ 視察概要 

 

８月７日（水）川崎市 人口 152.2 万人／世帯数 734,501 世帯／面積 144.35k ㎡ 

(H31.3 月末時点) 

 

（１）視察事項 

 ・かわさきパラムーブメントについて 

 ・学童保育（わくわくプラザ事業）について 

 

（２）視察の目的 

 女性や障害者など、さまざまな人の社会参加が叫ばれる中、各自治体では独自の施策

を打ち出し、その実現を目指している。また、社会環境の変化に伴い、幼児や児童・生

徒を取り巻く環境も大きく変化している。その中で、本市でも学童保育の利用者数は増

加しており、環境の整備が喫緊の課題といえる。 

そこで、誰もが社会参加できる環境の創出を理念としている「かわさきパラムーブメ

ント」、および、学童保育の先進的な取組みを視察し、本市の参考とするものである。 

 

（３）取組みの概要 

 ２０１７年に英国オリンピック代表チームの事前キャンプ受入れ決定を契機に、川崎

市が抱える課題を解決し、持続可能なまちづくりを目指し、未来へ遺すものとしてレガ

シーの形成を図る、かわさきパラムーブメントに取り組んでいる。 

この背景として、２０３０年をピークに総人口が減っていく中で老年人口は伸び続け

ること、障害児・障害者の数が年々増え続け、１０年間で１．５倍に増えていることが

挙げられる。 

市にとってこれから何が必要かという点から、「誰もが自分らしく暮らし、自己実現

を目指せる地域づくり」を目指すものとして設定し、「人々の意識や社会環境のバリア

を取り除き、誰もが社会参加できる環境を創出すること」という理念のもと、９つのレ

ガシーを掲げている。 

 具体的な取組みとして、数年かけて市内全小学校で開催される「パラスポーツやって

みるキャラバン」や、かわさきハロウィン開催に向けた支援、かわさきパラコンサート

などがある。 

 わくわくプラザ事業（学童保育）については、待機児童の解消のため、従来の放課後

児童健全育成事業の抜本的な改善が必要とされたことから、放課後の児童の安全な居場

所の確保と健全育成を目的として①留守家庭児事業を包括して②全ての児童を対象と

して③小学校施設を活用して、以上３点を掲げ平成１１年に開始が決定された事業であ

る。翌平成１２年から約３年間モデル事業実施の後、平成１５年４月より市立小学校全

校で事業を開始、平成１８年４月からこども文化センターの１事業として指定管理者制

度による運営となっている。また、午後６時から午後７時までの時間延長事業（子育て

支援・わくわくプラザ事業）も平成２０年より指定管理者制度により運営開始されてい
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る。 

 特徴としては、保護者の就労などの利用条件を設けず、全施設無料で実施されている

こと、全校にわくわくプラザ室を設置し、そのうち７７校で専用棟を設けていること、

特別な配慮を要する場合は障害児対応職員を配置していることなどである。 

わくわくプラザ登録児童数（月平均）、登録率、年間延べ利用人数などの数値は近年

増加で推移している。 

 

  

（４）所感 

〔髙田真里委員長〕 

かわさきパラムーブメントは、意識や社会環境のバリアを取り除き、誰もが社会参加

できる環境を創出できることを理念としていた。９つのレガシーの中でも「多様性を尊

重する社会をつくる子供を育むまち」と「心のバリアフリー」の２点に共鳴する。教育

に取り入れることであらゆる世代の方に定着し、目に見えない心のバリアフリーにもつ

ながる。富山市も参考にしたい。 

わくわくプラザ事業では、全ての小学校敷地で全児童を対象とされている点が驚きで、

できない壁を取り除いていかなければと考える。 

 

 

〔泉副委員長〕 

かわさきパラムーブメントについては、きっかけはともかくとして、障害者等に対す

る各部局独自の全体的底上げにつながる取組みであり、今後の事業継承に期待したいと

感じた。 

一方、わくわくプラザ事業は、平成１５年からの先進的な取組みで、１５０万人とい

う人口と、１兆４，６００億円という潤沢な予算のなせる技ではあるものの、市立小学

校全１１４校中７７校で専用棟を別途建築するなど、万全なる子育て支援策を実現して

おり、管理運営も指定管理者制度を取り入れ、民業の圧迫という問題をクリアしている

点が注目された。 

 

 

〔松井委員〕 

かわさきパラムーブメントは、東京オリンピック・パラリンピックの事前合宿地とな

ったことを契機に、共生社会の形成に向けた市長肝いりの事業として始まった。各部局

間の連携が課題としてあるが、インクルーシブ教育の底上げとしては必要な事業だと考

える。 

わくわくプラザ事業は、市立小学校全１１４校内に専用室を設置して実施しており、

学校との調整により、教育に支障のない範囲内で校庭や体育館などの学校施設を活用し

ている。市長の思いもあり、市長部局と教育委員会との連携により実現していたので、

すばらしかった。本市における放課後児童健全育成事業の参考としたい。 
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〔金井委員〕 

私が川崎市の視察で初めて知ったことは、人口減少、少子高齢と同時に、障害児や障

害者が年々増加していることでした。私の地元の小学校の入学式で「特別学級の児童が

多いな」とか「食物アレルギーの子どもも多いな」と感じてはいましたが、まずは富山

市の実態を把握することが必要と感じました。 

また、市内の全児童を対象にした放課後児童健全育成事業には、趣旨、対象、運営管

理体制に驚きを隠せず、私の考えている学童保育の理想そのものでした。特に配慮の必

要な児童や共働き家庭の児童と地域の方々の接点について考えさせられました。 

 

 

〔大島委員〕 

川崎市の川の字をイメージした、かわさきパラムーブメントのロゴに引きつけられま

す。東京オリンピック・パラリンピック競技大会後の展望について、開催都市の隣接地

としての役割と障害のある人が生き生きと暮らすための事業展開を先に見据えて取り

組んでいることに感銘しました。 

学童保育（わくわくプラザ事業）については、首都圏ならではの人口増と潤沢な予算

で、地方都市では考えられないような施設整備を行っていることに驚きました。小学校

敷地内にある施設の見学も実際にしましたが、教育長と福祉部局との連携があると事前

にお聞きしていたことを改めて実感しました。 

 

 

〔松尾委員〕 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック開催隣接地としての利点を生かし、これ

を契機に社会環境のバリアを除き、誰もが社会参加できる環境をつくり出すことを目標

に、未来へ遺していく９つのレガシーを掲げている。具体的には、オリパラ推進室が各

部署と連携し「レガシー検討会」を通し、市民、団体、企業へ働きかけるなど、さまざ

まな取組みを推進しており、すばらしかった。 

わくわくプラザ事業は、放課後の児童の安全内場所の確保と健全育成を目的とした取

組みである。管理運営は指定管理者制度を導入しており、職員体制としては、常勤スタ

ッフリーダー、非常勤のチーフサポーターやサポーターを利用児童数や障害児の利用状

況に勘案して配置している。小学校施設内の施設もあれば、小学校の空き教室を活用し

ている場所もあるという。要するに、福祉部門と教育委員会との連携により成り立って

いるということである。 

 

 

〔橋本委員〕 

川崎市のわくわくプラザ事業は、本市における地域児童健全育成事業に類似している。

川崎市では市立小学校全１１４校の校内にわくわくプラザ室を設置しており、そのうち

７４校は学校敷地内に独立した建物を用意している。多額の予算を投じ、行政の責務と
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して学童保育を行っているのだ。 

果たして、この手法は本市に取り入れることができるのだろうか。福祉担当課と教育

委員会との連携・協力体制については学ぶべき点も少なくないが、今後の学童保育のあ

り方を考えると、本市の現在の方向性を変える必要性を感じない。民間主導が望ましい

と考える。 

 

 

〔鋪田委員〕 

かわさきパラムーブメントは、東京パラリンピックを契機として、開催都市ではない

川崎市がビジョンを策定し、①ひとづくり②スポーツ振興・健康づくり③まちづくり④

都市の魅力向上④先進的な課題解決モデルの発信などの施策を推進する手法である。し

たがって、障害者に対する施策にとどまらず、持続可能な魅力ある都市づくりを進める

旗振り役ともいえる。この点は富山市がＳＤＧｓ未来都市といったバックキャスティン

グの手法により、統合的・総合的に戦略的なまちづくりを進めていることと共通するも

のであり、さまざまな分野の施策に応用可能と考える。 

川崎市わくわくプラザ事業は放課後児童健全育成事業である。富山市と異なる特徴と

しては、開設時間は午後６時までであるが、午後７時までは有償で「子育て支援・わく

わくプラザ事業」を実施し、子どもの居場所を確保していることが挙げられる。富山市

では大きく分けて、地域児童健全育成事業と放課後児童健全育成事業の２つの事業を実

施しているが、事業主体は別々であり、同一施設で異なる事業を行う川崎市の例は、そ

れぞれの事業主体の将来性を考えても、検討すべき事例と考える。 

 

 

〔高田重信委員〕 

川崎市では、かわさきパラムーブメントによって誰もが自分らしく暮らし、自己実現

を目指せる地域づくりとして未来へ遺していくものをレガシーとし、多文化共生、環境

配慮を視点として５つの取組みが推進されています。しかし、富山市において、この理

念を理解し事業に取り入れることは、ハードルが高いと感じました。 

わくわくプラザ事業は、市内全小学校１１４校で実施され、平成２０年度より指定管

理者に委託しています。スタッフは障害児の利用状況等を勘案して配置されていること

に感心しました。富山市でも、モデル地区で指定管理者の導入を検討してもよいのでは

ないかと思いました。 
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８月８日（木）大和市 人口 23.6 万人／世帯数 107,200 世帯／面積 27.09k ㎡ 

(H31.3 月末時点) 

 

（１）視察事項 

 管理栄養士の訪問事業について 

 

（２）視察の目的 

 日本人の平均寿命が毎年過去最高を更新する一方、医療費などの社会保障費は年々増

加しており、また、今後も増加すると言われている。社会保障費の増加を緩やかなもの

とするため、高齢者の健康にかかわる事業の充実に各自治体が取り組んでいる。 

 その中で、経済財政諮問会議や糖尿病性腎症重症化予防セミナーで事例紹介がされる

など、大和市の施策は先進的なものとして注目を集めている。そこで、この取組みを視

察し、富山市においても参考とするものである。 

 

（３）取組みの概要 

 大和市では市の施策の中心に健康を据え、①人の健康、②まちの健康、③社会の健康

の３つの柱を軸に約１，０００事業を展開している。その中で、新規介護認定者のうち

約５割はいわゆるフレイル（虚弱）が、約３割は生活習慣病の悪化に起因していた状況

から、高齢者の低栄養予防・重症化予防を掲げ、平成２５年より訪問栄養相談を中心と

した事業に取り組んでいる。 

 この事業では、特定健康診査や長寿健診の受診者の状況、および６５歳以上の方に「基

本チェックリスト」や「介護予防アンケート」を送付した後の返答により、対象者の抽

出を行っている。抽出条件は、チェックリストについてはＢＭＩ１８．５未満かつ６カ

月で２キログラム以上の体重減少があった方、アンケートについてはＢＭＩ２０以下か

つ食生活にリスクがある方、健診受診者についてはＢＭＩ２０以下かつ昨年度検診より

体重が２キログラム以上減少している方である。管理栄養士による半年で３回の訪問型

栄養相談を行っており、対象者を全数訪問している。 

 栄養相談の結果、いずれの対象者においても約８０％以上で体重が維持・増加してお

り、また、基本チェックリストによる低栄養リスク者重症化率は、介入の場合は未介入

の場合と比較して、重症化に陥る者の割合が４分の１以下に抑えられた。この結果、介

護給付費削減効果は年間６，５００万円に上ると試算されている。また、ＫＤＢレセプ

トデータからの試算では、医療費の削減効果は年間約５００万円となっている。 

 また、重症化予防としては、健診結果で高血糖かつ腎機能低下に該当する方について、

管理栄養士による半年で３回の訪問型栄養相談を行っており、対象者を全数訪問してい

る。医療費削減効果として、年間約２，６７０万円との試算が出ている。 

 さらに、認知機能低下予防として、認知機能低下リスクが基準値以上かつ市健診の結

果で高血糖または腎機能低下に該当している方を対象に、管理栄養士が訪問指導を行っ

ており、全地区を訪問できた場合、介護給付費削減効果としては年間約６，７６０万円
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と試算されている。 

 今年度は高齢者の通いの場に専門職が出向き、参加者の個別相談によるフレイル・重

症化予防を試験的に実施し、令和２年度からは本格実施を予定している。 

 

 

（４）所感 

〔髙田真里委員長〕 

管理栄養士による訪問指導は、こちらから訪問するという姿勢そのものがこの事業の

ポイントと感じた。特定健康診査の受診率を上げることはもとより、その結果を最大限

活用することで、医療費の削減にも大きく寄与している。また、介護予防の前段階であ

るフレイル予防にも力を入れていて、高齢者の通いの場にも赴いての活動は住民の健

康・栄養面に大きなプラスとなっている。市民が楽しく参加できる環境づくりも大切で、

参考にしたい。採用面など課題もあるが、職員がいきいきはつらつとされていたのが印

象的である。 

 

 

〔泉副委員長〕 

管理栄養士の訪問事業について、高齢化率２３．７％という恵まれた環境にもかかわ

らず、すでに６年前より管理栄養士を増員しながら、７名体制の健康づくり推進課が確

立しており、「食を通じた健康増進とこころの醸成」を目標に、１カ月平均の医療費を

確実に縮減させている実績を聞き、本市でも歩行促進事業に加えて取り入れるべき事業

だと思った。 

高齢者のＢＭＩ１８．５未満などを明確な指標としていることにより、対象者を容易

に特定でき、訪問という積極的な行動が加味されることによりなし得る、揺らぎようの

ない取組みに感じた。 

 

 

〔松井委員〕 

大和市が掲げる「健康都市やまと」の中で、高齢の方が安心して暮らせるまちづくり

施策として、低栄養が要介護との関連が強いことをもとに管理栄養士が訪問指導を行う

取組みである。 

高齢福祉課のアンケート等により低栄養状態の高齢者を抽出して、管理栄養士が本人

の了解を得て訪問し、栄養相談と目標立案などで支援する流れであった。 

これらの取組みを行うことで、社会保障費削減効果や医療費削減効果が得られている。 

本市においても高齢者への低栄養対策は課題であり、どのような対策をとっていくべ

きか検討する必要があると考える。 
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〔金井委員〕 

視察前の管理栄養士のイメージは、学校給食や病院等の献立を考え、管理指導する人

でしたが、大和市では、民生委員やケアマネジャーの仕事を複合的にこなしていると感

じました。 

私の知るかぎり、民生委員の方が介護予防や正しい食生活の相談を受けることなどは

できないと思いますし、ケアマネジャーが身体に合った栄養バランスの食生活の提案は

できないと思います。しかも職員を増員し、訪問して医療費の削減が図られたことも驚

きでした。 

子どもからお年寄りまでの健康な社会の構築を目指すには、大変有意義な取組みだと

感じました。 

 

 

〔大島委員〕 

管理栄養士の訪問事業について説明を受けましたが、徹底した市民へのアプローチに

対して、ここまでするのかと思うほどすばらしいと感じました。予防に勝る費用削減効

果は、重病になって初めてわかるものです。市民のアンケートへの回答率や手紙での事

前通知の反応など、管理栄養士の日ごろの努力のたまものにより、高い数字が出ている

と思います。大和市市制６０周年を記念し、健康都市を宣言され、事業がますますより

よい方向へ行くと信じています。 

子どもたちの食育に特に力を入れ、第２次大和市食育推進計画をまとめられました。

家庭や学校、地域が役割を果たすことになると考えます。 

 

 

〔松尾委員〕 

健康づくり推進課の中に、地域栄養ケア推進係という管理栄養士のみで構成された係

であり、食を通じた心身の健康増進と豊かな人間形成の理念のもと、訪問栄養相談を中

心に低栄養予防・重症化予防に取り組んでいる。 

家庭訪問を通して、一人一人にあった目標を立て、評価をし、今後の支援に結び付け

ている。また、適切な指導や医療機関とのつなぎ、かかりつけ医との連携などを行って

いる。 

これらの取組みの効果として、医療費削減効果を試算していることが特徴的である。 

 

 

〔橋本委員〕 

大和市では、高齢者の低栄養・重症化予防のために訪問栄養相談を行っている。要介

護状態となる原因の一つであるフレイルと低栄養は関連が強いと言われ、高齢者が介護

状態に移行することを阻止しＱＯＬの向上を目指している。 

この事業の特徴は、社会保障費の削減効果を数値であらわすことによって、その効果

がよりわかりやすいものになっていることだ。アンケートの回収率や訪問成立率が高い
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ことは、市民の理解を得られている証左と言えるのではないか。 

大和市では従来から食育に注力している。子どもたちのためにも食育を考えていきた

い。 

 

 

〔鋪田委員〕 

管理栄養士による訪問事業は、新規介護認定者のうち約５割がフレイルであることか

ら、健康寿命の延伸（高齢者の自立期間の延伸）を目指して、①自立している高齢者に

対する低栄養予防活動②国保・後期高齢者医療の糖尿病重症化予防③口腔機能低下予防

④かかりつけ医との連携など、フレイル全体に対応するシステムを構築しており、事業

実施により医療費削減効果があらわれている。 

高齢社会では保健福祉と介護と医療の専門領域に分かれながらも垣根を超えた取り

組みが必要であり、富山市における取組みの参考としたい。 

 

 

〔高田重信委員〕 

要介護状態の原因の一つであるフレイルと低栄養は関連が強いことがわかり、低栄養

を予防することを目的に管理栄養士による訪問指導に力を入れておられました。その結

果は目覚ましく、対象者の８０％以上の方が体重維持・増加、介護給付費で約６，５０

０万円、医療費では約５００万円の削減効果が報告されました。また、糖尿病、口腔機

能低下予防や認知機能低下防止対策にも効果があらわれており、管理栄養士による訪問

指導の成果に感心しました。 

大和市の取組み内容を参考に、管理栄養士の活動が展開されれば富山市でも成果が期

待できるものと思いました。 
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８月８日（木）町田市 人口 42.8 万人／世帯数 196,335 世帯／面積 71.55k ㎡ 

(H31.3 月末時点) 

 

（１）視察事項 

 認知症の取り組みについて 

 

（２）視察の目的 

 認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）に掲げられた認知症カフェは、平成３

０年までに全市町村での実施が目標とされており、本市においても実施されている。 

また、徘徊者の捜索に関する事業は全国の自治体で進んでおり、本市では製薬会社と

認知症でも暮らせるまちづくり連携協定を締結し、行方不明となった場合に早期発見で

きる体制づくりを推進している。 

町田市は全国で初めて出張型認知症カフェを実施したことで知られており、行方不明

者の捜索に関しては情報提供の協定を、ラジオ局をはじめとした事業者と締結している。

町田市の認知症に対する先進的な取組みやその背景、効果などを視察し、本市の認知症

事業の参考とするものである。 

 

（３）取組みの概要 

 町田市では、平成２５年の認知症高齢者数の推計数は約１４，０００人で、市内高齢

者の約１３．９％となっている。令和７年には、約２３，０００人、高齢者の約１９．

５％まで増加すると推計されている。このような状況の中、平成３０年度より、第７期

介護保険事業計画による事業を展開しており、その中で「認知症の人にやさしい地域づ

くりの推進」を基本施策として、認知症の人やその家族の居場所づくりを重点とした取

組みを進めている。 

 町田市では平成２７年より認知症カフェ（Ｄカフェ）事業をスタートさせた。認知症

当事者が企画段階からかかわっていることが大きな特徴である。翌年度には、スターバ

ックス町田金森店店長の声かけもあり、同店舗およびスターバックス多摩境店、大学内

など４カ所でＤカフェを開催されている。 

さらに、平成２９年には、「“特別な場所”からより“日常の場所”へ」を目的とし

て、町田市内のスターバックス全店と協定を締結、８店舗全てで毎月Ｄカフェの日を設

定し、Ｄカフェが実施されることとなった。 

 町田市は、ことし１月に「認知症等の症状により行方不明になった高齢者等の情報提

供に関する協定」を各事業者と締結した。これは、認知症等の症状で行方不明となった

場合、家族が町田市担当課に連絡すると、協力事業者へその情報が提供され、郵便局や

タクシー事業者、電鉄会社などが通常業務の中で捜索を行うものである。また、エフエ

ムさがみにおいても番組中にその情報を流すことで、広範囲で情報を共有し捜索に当た

ることができることが特徴的である。 
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（４）所感 

〔髙田真里委員長〕 

Ｄカフェ（認知症カフェ）のコンセプトは「“特別な場所”からより“日常の場所へ”」。

その背景には新オレンジプランの７つの柱のうち「介護者支援」と「認知症の人やご家

族の視点の重視」に着目し、お互いを理解しあう場として生まれたもの。そこに認知症

当事者が参加することで、当事者の思いや意見を反映しながら進めてこられたのがよか

ったと感じた。人には役割があって、認知症の方々も自分たちの役割をアピールし、周

りの人に認めてもらいながら活動できる環境を官民連携で整えていきたい。 

 

 

〔泉副委員長〕 

認知症の取組みに関して、支援センター等の特別な場所から日常的な場所であるスタ

ーバックスコーヒーの市内８店舗に“Ｄカフェ”と称して会場を移すことにより、認知

症本人や家族が交流しやすい環境を整えたものだが、むしろ一般市民が認知症を理解し、

認知症に潜む本人や家族の心の中の劣等感を取り除く効果のほうが主目的なのかと考

えさせられた。 

また、認知症を正しく理解し、地域であたたかく見守るためのサポーター講座の開設

により、４，０００人も育成している取組みや、行方不明時の位置情報検索システムも

確立され、先進性を感じた。 

 

 

〔松井委員〕 

「“特別な場所”からより“日常の場所”へ」というコンセプトをもとに、町田市の

認知症への取組みとしてＤカフェ（認知症カフェ）事業を実施している。 

今までの認知症対策と異なり、認知症予防ではなく、認知症を患った方の当事者視点

を重要視しながらどのように社会とかかわりを持たせるかを目的としている。 

また、認知症等の症状により行方不明になった高齢者等の情報提供に関する協定を、

郵便局やタクシー事業者、新聞販売店、電鉄会社、宅配業者、エフエムさがみ等と結ん

で連携をとっていた。 

本市においても、認知症当事者がみずから行動できる環境づくりを考えていく必要が

あると考える。 

 

 

〔金井委員〕 

私の周りには、認知症の方が３人います。いずれの方も御高齢で、その症状も重く家

族の付き添いが必要です。町内行事や老人会の旅行では、交代で話相手になったりする

ことで介添えをします。しかしながら、転んで怪我をすることが繰り返され、今では施

設のお世話になっておられます。 

また、症状の軽い方は、申告がない限り把握することができず、「もしかしてこの方 
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は」と思ってもなかなか話しづらいことがあります。 

富山市内のあるデイサービスでは、障害のある方々と認知症の人が一緒に過ごしてい

ます。今回の視察を通して、富山型を大切にしたいと感じました。 

 

 

〔大島委員〕 

認知症は誰もがなり、また、身内がなるまでは、その重要性に気づきにくいものです。

町田市が取り組んでいる出張型認知症カフェ（Ｄカフェ事業）については、民間の、し

かも有名なスターバックスを利用して行われていることに驚きました。都会とはいえ、

「空白の期間」解消（＝自信を取り戻す）のきっかけを目的とし、「“特別な場所”か

らより“日常の場所”へ」をゴールとして実施されています。富山市のような地方都市

でも実施できるか考えてみました。 

認知症のある方を、徘徊という言葉は使わず「行方不明」として、その家族を含めて

地域であたたかく見守っておられました。 

 

 

〔松尾委員〕 

認知症の人に優しい地域づくりとして、普通の暮らしの中で相談できる場所、認知症

カフェ（Ｄカフェ）を推進しておられた。大事だと思ったのは、当事者の声を大切にし

てスタートしたことであり、イベント等は町田市が実施してきたが、当事者のボランテ

ィア精神を活用して取り組んでいることだ。 

行政の役割は、これら当事者同士の接点をつくることであり、スターバックスという

カフェ店の協力もいただき、自然な形で、当事者とその家族が中心になって相談体制を

運営している。当事者の声を聴くことは、もっとも大事なことであると思う。 

 

 

〔橋本委員〕 

認知症に対する取組みはどの自治体においても急務とされる。高齢社会と言われて久

しいが、いまだ認知症に対してみんなが正しく理解しているとは言いがたい。 

町田市では「みんながつくる認知症フレンドリーまちだ」と称して、さまざまな事業

を行っている。その一つがＤカフェ（認知症カフェ）事業である。面白いのは、店内全

部ではなく一部を使用することだ。当然、一般のお客さんと同じ空間になる。スターバ

ックスと連携協定を締結できたことも大きな意味を持つ。 

「“特別な場所”からより“日常の場所”」へ。認知症の人とともに暮らせる社会で

ありたい。 

 

 

〔鋪田委員〕 

大手コーヒーショップに認知症カフェを開設する「Ｄカフェ」では、介護保険の対象
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とならず、制度のすき間にこぼれる初期の認知症当事者を対象としているが、他都市の

事例を参考に、Ｄカフェのみならず関連する施策が、認知症予防の観点ではなく、当事

者自身が企画段階からかかわるとともに、当事者と認知症の家族の居場所づくりと地域

をつなぐ場所としての役割も担っていることが特徴である。 

自分自身が「ＲＵＮ伴」などにかかわった経緯から、富山市においても当事者や家族

の問題として捉えるのではなく、オープンな施策の展開を提言していきたい。 

 

 

〔高田重信委員〕 

町田市には、認知症の人同士が集い、日ごろ思っていることや暮らしの中での体験、

行政施策や企業活動で改善してほしいことなどを語り合う場が身近な生活圏ごとにつ

くられています。その中で、スターバックスと協働し開催されているのがＤカフェです。

６つのコンセプトのもとで開催されていて、初期認知症当事者からは「自信を取り戻す

ことができた」との声や、家族同士の相談場所になっている、また、地域では認知症サ

ポーターが増えている等の成果があらわれています。富山市でも認知症の方々の声、要

望を聞くことができる居場所づくりを積極的に推進すべきと思いました。 
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８月９日（木）日野市 人口 18.6 万人／世帯数 84,928 世帯／面積 27.55k ㎡ 

(H31.3 月末時点) 

 

（１）視察事項 

 ・発達・教育支援システムの導入について 

 ・日野市子ども条例について 

 

（２）視察の目的 

 障害児への発達支援の取組みが全国で進む一方、幼稚園や保育所などの福祉部門での

支援と小学校以降の教育部門での支援の連携が課題となっている。 

また、子どもの権利を定めた国連子どもの権利条約を日本が１９９４年に批准してい

るが、この条約の理念に基づく法律は整備されておらず、子どもの権利実現に向け、子

どもの権利条約を制定する自治体が増えている。 

そこで、福祉分野と教育分野が一体となって切れ目ない支援を行い、また、子どもの

意見を取り入れながら子ども条例を制定した日野市の取組みを視察し、その効果を検証

することで本市の施策の参考とするものである。 

 

 

（３）取組みの概要 

 日野市発達・教育支援センター「エール」は、福祉と教育が一体となった支援を目的

として平成２６年４月に開設された。市長部局である発達支援課と、教育委員会の教育

支援課が同じ建物内に設置され、市長部局と教育委員会（教育部参事）の併任辞令によ

りセンター長が両課の調整を担っている。 

このセンターでは、ゼロ歳から１８歳において、発達の遅れ等で支援を必要とする子

どものための成長記録、通称「かしのきシート」の情報の迅速な移行と共有化を目的と

して、情報管理システムである発達・教育支援システム（ＢｉｃＳｓｓ）を導入してい

る。これまでは、紙の記録を保護者が自ら進学先に提出・説明などを行う必要があるこ

と、また、福祉関係と教育関係のシートが分かれ、小学校就学時などの節目でその情報

が共有されていないことが課題となっていた。本システムにより、保護者の同意の上、

子どもの成長記録やサポート内容を、エール、保育園や幼稚園、小・中学校、学童クラ

ブ、高等学校等で記録、保存、引継ぎが可能となった。また、小・中学校の教員が通常

業務で用いる教育支援計画と統合されたことも寄与し、かしのきシートの作成数は年々

増加、ことし３月末で１，６１３人が作成している状況となっている。 

日野市子ども条例は、平成１１年度に市議会の一般質問で「子どもの権利条例の計画

について」取り上げられたことが発端となり、平成１３年度に職員によるプロジェクト

チームで検討を開始、翌年度には市民を公募し、平成１７年度まで延べ１０８回にわた

って「おとな会議」を、子どものみの委員構成となっている「子ども会議」を延べ１３



15 
 

回開催した。平成１８年度に素案を公表しパブリックコメントを求めたところ、権利の

拡大解釈を憂う意見や健全育成に関する意見が多数あったため、素案を改正し、平成２

０年６月定例会にて可決、平成２０年７月１日を施行日として日野市子ども条例が制定

された。 

 この条例の前文に子ども会議での意見が盛り込まれている。また、第２条第２項では、

子どもも市民であるとの認識が明確に記されている。さらに、大きな特徴として、この

条例の制定に当たっては、学識経験者や専門家の参画がなく、市民と市職員による手づ

くりの条例であることが挙げられる。 

 この条例制定の効果として、日野市次世代育成支援行動計画（ひのっ子すくすくプラ

ン）では計画の基本理念とすることを明記、総合教育大綱や第３次学校教育基本構想に

おいても条例の理念が反映されたものとなっている。 

 課題としては、平成２５年度の中学生・高校生を対象とした調査で認知度が４％前後

と低かったこと、制定から１２年が経過し、現状に即した見直しが必要であることが挙

げられた。 

 

 

（４）所感 

〔髙田真里委員長〕 

発達支援という福祉面と教育の現場（教育委員会）が融合して「発達・教育支援シス

テム」を導入されている点がすばらしい。窓口が一本化され、共通のシステムで見える

化を図ることで、支援を必要とされる子どものメリットとなる。 

日野市子ども条例も、子どもを主体とした内容で、それぞれの責務もしっかりとわか

りやすく、この条例を学びながら育つ日野市の子どもたちのシビックプライドにもつな

がると感じた。 

子どもを取り巻く環境は課題が多いが、市民のプラスとなる日野市の２項目の事業は、

解決策の一つとして富山市にも導入を検討していきたい。 

 

 

〔泉副委員長〕 

日野市子ども条例については、平成１１年度の市議会での「子どもの権利条例の計画

について」という一般質問が契機となったことに注目したい。権利の拡大解釈や歪曲解

釈がないよう正確に言いあらわすことに重点を置いたため、平成１８年までの期間で１

０８回にも及ぶ会議を重ね、自力で条例制定に漕ぎ着けた事例を富山市議会も見習うべ

きと強く思った。 

ただ、近年見られる児童虐待等に対応する文言が１項目だけであったことから、いわ

ゆる「こども憲章」に準ずるものと解釈され、子どもの保護にまで踏み込んだ条例では

なかったことに物足りなさを感じた。 
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〔松井委員〕 

ゼロ歳から１８歳において、発達の遅れ等で支援を必要とする子どものための成長記

録（かしのきシート）の情報を、行政が保護者の同意のもとに作成・管理し、情報の移

行と共有化を目的とした取組みであった。 

保護者の立場からも発達や教育に係る相談窓口が一本化され、切れ目ない支援を受け

ることができ、子どもの成長段階における不安解消につながっている。 

保育と教育の連携についての話合いは大変だったとのことだが、当時の市長が積極的

に進めたため導入できた事業であった。 

本市でも、小学校や中学校の入学時に受ける壁の解消のために、切れ目ない子育て支

援策を考える必要がある。 

 

 

〔金井委員〕 

障害児の実態把握の難しさを、日野市では、生まれたときからの検診の際に、全ての

お子さん（保護者）に対して福祉の充実の周知を図ることで成し遂げ、「かしのきシー

ト」の運用で公平な支援の提供が実施されていることに驚くとともに、教育委員会や福

祉保健担当などの部局横断的な、いわゆる電子カルテに感服するばかりです。学童保育

の地域に対しても連携を図っていることにも驚きました。 

子どもの能力は、あらゆる可能性を持っていると思います。育てるための情報共有が

何よりもすばらしいと感じました。 

 

 

〔大島委員〕 

現在、国は児童虐待防止法を制定したのみで法律の整備がされていないところ、子ど

もの権利条例を制定するため、平成１３年度から動き出したとのことです。今日の児童

に対する状況を見れば、かなり早い取組みと言えるかと思います。条例の効果として、

３年前に制定された総合教育大綱において、「虐待」「いじめ」「貧困」から子どもの育

ちを守り支えると明記されていました。また、ことし策定された第３次学校教育基本構

想においても、子どもの大切さがうたわれています。 

今後は、条例の認知度の低下と条例の見直しに対して取組みを注視したいと思います。 

 

 

〔松尾委員〕 

発達や支援の相談・支援窓口を一本化し、発達・教育支援センター「エール」が開設

されている。ゼロ歳から１８歳までの切れ目ない支援を可能にするため、個別の支援計

画（かしのきシート）を活用し、運用している。子どもの成長記録を作成し、福祉分野

から教育分野に引き継いでいる。保護者とともに、子どもにかかわる全ての機関が連携

して、子育ちをサポートしていくのが重要であると考える。 

子ども条例の制定については、国連子どもの権利条約を日本が１９９４年に批准して
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以降、子どもの権利条約を制定する自治体が増え、日野市においても庁内プロジェクト

チームと共同で考える「おとな会議」と「こども会議」を設置し話し合われてきた。子

どもの権利を守るための基本理念を持つことは重要であり、本市としても今後、条例制

定に向けた議論も必要と考える。日野市は、平成２０年に制定され、見直しの時期に来

ているとのことでしたが、非常に参考となる条例であった。 

 

 

〔橋本委員〕 

日野市は平成２６年に「エール（発達・教育支援センター）」を開設した。発達面、

行動面、学校生活面において支援を必要とするゼロ歳から１８歳までの子ども、子ども

の育ちについて不安のある保護者、関係機関に対し、福祉分野と教育分野が一体となっ

て切れ目のない支援、総合的な相談や支援を実施している。 

エールのセンター長は、市長部局と教育委員会（教育部参事）の併任辞令により、福

祉と教育の調整を行っている。 

さきに視察した川崎市でも福祉分野と教育分野の連携が事業成功の鍵を握っていた。

今後は部局横断の行政運営が不可欠だと考える。 

 

 

〔鋪田委員〕 

発達支援が必要な子どものために、福祉部局と教育委員会が一体となり、切れ目のな

い支援を実施するため平成２６年４月に「エール」を開設した。両部局にまたがるため、

センター長や保健師、心理士も併任辞令とし、窓口も一本化し総合的かつ切れ目のない

支援を行っている。さらに、発達・教育支援システムカルテを一本化し情報共有を図る

など、システム面でも支援体制が構築されている。富山市における福祉部局と教育委員

会の連携についてはまだまだ課題と可能性を残しており、参考にすべきと考える。 

我が国も批准した国連子どもの権利条例をきっかけに、各地の自治体で条例制定の動

きがあったが、日野市においても児童虐待など、子どもの生存・発達という基本的な権

利への侵害があったことから基本計画に位置づけ、条例を制定した。学識経験者や専門

家に頼らず制定したことが特徴の一つである。条例制定の過程で議論があった「権利の

拡大解釈・歪曲解釈」への懸念については、条例の中で対処されている一方、権利に関

する議論については福祉分野の施策の妥当性を議論する際にしばしば問題となる。条例

制定の過程を参考にしていきたい。 

 

 

〔高田重信委員〕 

発達面、行動面、学校生活面において支援を必要とする子どもが増えている現状で、

福祉分野と教育分野が一体となって切れ目のない支援を目標に整備された発達・教育支

援システムは大変参考になり、富山市でもすぐにでも導入すべきと思いました。 

日野市子ども条例は、平成１３年に検討が始まり平成２０年に施行されるまで、長い



18 
 

期間協議・検討されました。その熱意に感心しました。現在の子どもを取り巻く環境は、

好転するどころかますます深刻化してきています。この条例を参考に、富山市でも条例

制定が必要と強く感じました。 
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令和元年８月７日（水）川崎市役所 

（現地視察を宮前小学校わくわくプラザにて実施） 
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令和元年８月８日（木）大和市 

 

令和元年８月８日（木）町田市 
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令和元年８月９日（金）日野市 

 


